
障害者デジタルしごと応援事業









山形県コロニー協会

宮城県障がい者福祉協会

共生福祉会

東京コロニー（コロニー東村山）

セルプセンター福岡（たんぽぽ）

セルプセンター福岡（あけぼの園）

福岡コロニー

熊本県コロニー協会

国立国会図書館の蔵書デジタル化参加施設

セルプセンター福岡（インクルとばた）

青森県コロニー協会

大阪精神障害者就労支援ネットワーク

セルプセンター福岡（ひなの家）
既存
新規

8ヵ所（2024年度）→13ヵ所（2025年度）

東京コロニー（大田福祉工場）
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国立国会図書館の蔵書デジタル化受発注スキーム

再委託
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優先調達法 政府調達に関する協定（厚生労働省）
（外務省）



優先調達法

予決令（最上位概念）

政府調達に関する協定（厚生労働省）
（外務省）

（財務省）



国の物品等の調達手続の特例を定める政令

施行日：令和五年六月三十日
（令和五年政令第二百二十九号による改正）



17万コマ（1千5百万円）→1,100万コマ7億5千万円
優先調達法の（実質的）上限撤廃により



国立国会図書館の蔵書デジタル化工程
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国立国会図書館の蔵書デジタル化工程



拡大へ 〇北海道
〇目黒区
〇江東区
〇埼玉県（発注を確約※知事）
〇長野県
〇鳥取県（発注を確約※知事）
〇島根県
〇香川県（発注を確約※知事）
〇愛媛県
〇徳島県（発注を確約※知事）
〇高知県（発注を確約※知事）
〇大分県
〇鹿児島県

・
・
・

NDL業務再委託発注および設備補助
の条件として
行政文書のデジタル化発注



「国立国会図書館」以外

地図、図面、パンフレット、相談記録、会議資料、
手順書（マニュアル）、契約書、申請書、写真、マイクロフィルムなど

行政文書

発注（優先調達による）可能性
を各省庁にヒアリング

書籍のみならず 〇国立公文書館
〇環境省
〇総務省
〇国税庁

必要性はあるが、
そもそも予算がついていない



参議院決算委員会/原田大二郎参議院議員（公明党）
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障害者工賃・賃金向上のための「BPOセンター」設置

BPOナショナルセンター
東京都内に設置予定

立ち上げから3年間程度の補助を受ける

4年目以降は仲介料による自立運営へ

大型公共事業の受注
（文書デジタル化、データ
入力、アノテーションなど）

●大型/高賃金入札
への参加

●中央省庁、自治体
からの優先調達案件
の創出・受注

●障害者就労支援施設
を事前にリスト化

●大型事業を施設の代
わりに国から受注し、小
分けにして、振り分ける

障害者が高単価の
入札事業に従事

目標：
①100施設4000名以上の公共事業
マッチング
②平均賃金12万円／月

中央省庁
（国立国会図書館、最高裁判所、国立公文書館など）

全国の福祉的就労施設

行政文書の受注
（業務管理資料、契約書、
稟議書、受発注書など）
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